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今回の内容 
 
 
平成１８年４月改定関係Q&A（Vol.2）について 

 

 

計４４枚（本送信票除く）



特定事業所集中減算の算定に当たって、対象となる34

「特定事業所」の範囲は、同一法人単位で判断するの

か、あるいは、系列法人まで含めるのか。

（答）

同一法人格を有する法人単位で判断されたい。

居宅介護支援事業費の特定事業所加算を取得した事35

業所は、毎月 「所定の記録」を策定しなければなら、

ないこととされているが、その様式は示されるのか。

（答）

別添①の標準様式に従い、毎月、作成し、２年間保

存しなければならない。



（別添①）

〔標準様式〕居宅介護支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録（保存用）

平成 年 月サービス提供分

区 分 １ 新規 ２ 継続 ３ 廃止

１ 管理者の状況（イ関係）

主任介護支援専門員研修 １ 修了 ２ 未修了
修了年月日：平成 年 月 日
研修機関名：

（未修了の場合）

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾘｰﾀﾞｰ養成研修 １ 修了 ２ 未修了 実務経験 年 ヶ月

主任介護支援専門員研修受講予定 有 （平成 年 月予定） ・ 無

※ 「実務経験」は、介護支援専門員としての実務経験を記載すること。

２ 介護支援専門員の状況（ロ関係）

介護支援 内 専従 人 専従 人
人 常 勤 非常勤

専門員数 訳 兼務 人 兼務 人

（ ） 。※ 介護支援専門員の名簿 介護支援専門員の登録番号を記載したもの を添付すること

３ 利用者の状況（ホ、リ関係）
〈報告月の状況〉

介護支援専 １人あたり
利用者数 人 門員数(Ｂ) 人 利用者数 人

(Ａ) 常勤換算 (Ａ)÷(Ｂ)（ ）

介護予防支援の受託の有無 有 ・ 無

〈前３ヶ月の利用者数〉

利用者数 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護 経過的 要介護３～
（合計） １ ２ ３ ４ ５ 要介護 ５の割合

前 月 人 人 人 人 人 人 人 ％

２か月前 人 人 人 人 人 人 人 ％

３か月前 人 人 人 人 人 人 人 ％

前３ヶ月の平均割合 ％

※ 地域包括支援センターから支援困難な利用者として紹介を受けた利用者の人数につい
ては、内数として（ ）書きで付記すること。



４ その他（ハ、ニ、ヘ、ト、チ関係）

① 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意 有 ・ 無
事項に係る伝達等を目的とした会議を概ね週 回以上開催 開催年月日1
している。
※ 「有」の場合には、開催記録を添付すること。

② 時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて 有 ・ 無24
利用者等の相談に対応する体制を確保している。 具体的な方法：

③ 計画に基づき研修を実施した。 有 ・ 無
※ 「有」の場合には、研修の実施計画及び実施状況を示

した書面を添付すること。

④ 地域包括支援センター等との連携について
ア （地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介 有 ・ 無

があった場合）当該利用者に居宅介護支援の提供を開始
した。 （開始件数： 件）

イ 地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介が 有 ・ 無
あった場合には、引き受けられる体制を整えている。 具体的な体制：

ウ （地域包括支援センター等が開催する事例検討会等が 有 ・ 無
ある場合）当該事例検討会等に参加した。 参加年月日：

⑤ 減算の適用について
ア 運営基準減算が適用されている。 有 ・ 無

イ 特定事業所集中減算が適用されている。 有 ・ 無

※有無にかかわらず、左記を記載する・ 訪問介護において、紹介率が最も高い法人
こと。法人名：

占有率： ％

・ 通所介護において、紹介率が最も高い法人
法人名：
占有率： ％

・ 福祉用具貸与において、紹介率が最も高い法人
法人名：
占有率： ％

※ その他サービスにつき、紹介率が９０％を超えるも
のの有無 有 ・ 無

サービス名及び占有率：

当該サービスのうち、最も紹介率が高い法人が位置付けられた計画数
※ 占有率 ＝

当該サービスを位置付けた計画数


